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研究成果の概要（和文）：本研究は、卸売業者が取引相手と結ぶ取引関係に焦点を合わせて、

卸売流通システムの垂直的構造の変化を取り扱った。主な成果は以下の通りである。（１）

卸売業者と製造業者が取引関係を結ぶ場合、もし資産特殊性が高くて企業が高い未来係数

を持つならば、取引関係は協調的なままに維持されることを理論的・実証的に見出した。

（２）卸売業者の買い手への依存度は、卸売業者が買い手に対して行う資産特殊性と彼ら

の組織能力によって左右されることを示した。 

 
研究成果の概要（英文）：This study investigates the change of vertical structures in 
wholesaling distribution systems. In particular, this study focuses on the variation of 
trade relationships which is formed by wholesalers. This study showed that (1) when 
wholesalers and manufacturers transact, if they have high asset specificity and high 
discount factor, their trade relationships are successfully maintained without defection, 
(2)wholesalers' dependence on their buyers are affected by wholesalers' asset 
specificity and organizational capabilities. 
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１．研究開始当初の背景 

 

現代的な卸売流通システムの特徴は、水平
的集中化と垂直的短縮化にある。この傾向は、
（１）小売業者の営業領域の広域化に伴う立
地面での対応、（２）小売業者の品揃えの拡
張に伴う取扱品目面での対応、（３）販売先
が求める卸売機能の高度化に伴う物流・情報

処理設備への大型投資への対応などが原因
であると考えられる。こうしたミクロとマク
ロの関係の中で本研究が注目するのは、卸売
流通システムの集中化・短縮化が、伝統的な
卸売業者を構成する流通機能の組み合わせ
の変化、すなわち個々の卸売業者の企業境界
（企業の中に含まれる機能のタイプと規模）
の変質と同時に生じていることである。現代
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の流通研究者には、卸売業者の企業境界の変
質を理論的・実証的に明らかにすることが求
められているのである。 

本研究は、平成 17 年から 19 年にかけて実
施された若手研究（B）（課題番号 17730259）
研究課題「流通チャネル構造変化に組織能力
と動的取引費用が及ぼす効果の理論的・実証
的研究」の研究をさらに発展させる試みであ
る。この研究は、流通チャネルの垂直的関係
の形成には、取引費用的要因（関係特定的投
資および機会主義的行動）以外に、企業の組
織能力とそれを企業間で移転するに際して
生じる動的取引費用が重要であることを明
らかにした）。 

しかし、理論的検討を通じて、流通論にお
ける組織能力アプローチの限界も見いださ
れた。経済学・経営学で行われている既存研
究は、製品アーキテクチャと組織能力の関連
付けを検討し、それぞれに相性のよい組み合
わせがあることを指摘してきた（藤本隆宏・
青島矢一・武石彰 (2001)、『ビジネス・アー
キテクチャ』、有斐閣。）。これに対して卸売
流通では、個々の組織能力をモジュール化し
て組み合わせるのではなく、個々の大規模小
売業者に合わせて最適化された統合型卸売
流通システムがいまだ数多く、モジュール型
卸売流通システムは、より小規模な小売業者
を利用者とする電子商取引などで観察され
るという違いが見出されている。 

本研究では、その原因は、製品開発を主題
として開発された製品アーキテクチャのア
ナロジーを流通論には素朴な形で適用でき
ないためであると考えた。この問題の解明の
ためには、流通論独自の組織能力モデルの開
発と実証分析が必要であろう。こうした卸売
流通システムの変革の分析は、商業統計表に
基づくマクロ・データからは解明できず、ミ
クロ的な企業行動の分析が必要である。かく
して本研究では、「我が国の卸売流通システ
ムの変革に関するミクロ的研究」という問題
意識を持つにいたったのである。 

 

２．研究の目的 

 

本研究の目的は、卸売業者が製造業者や小
売業者と取り結ぶミクロな取引関係に注目
して、チャネル構造の変化を理論的・実証的
に吟味することである。 

卸売業者の企業境界について、近年の中核
的研究アプローチであったのは取引費用モ
デルであった。しかし、申請者による一連の
研究は、取引費用モデルには問題点（企業間
の同質性の仮定）が残されていることを指摘
し、企業の異質性を考慮する組織能力に注目
してきた。 

ここ数年の研究では、組織能力の研究は製
品アーキテクチャ論と融合している。この研

究の知見として、モジュール化によって、組
織能力のやりとりに際して生じる動的取引
費用が低下すること、移転困難な組織能力を
保有する企業とは緊密な関係を形成するこ
とで組織能力の移転が可能となることが見
出されてきた。それゆえこの研究は、産業・
企業の進化に関する研究の 1 つとも位置付け
られよう。製品開発領域に比べて、流通論で
は組織能力への注目は小売イノベーション
研究を除いて希少であり、とりわけ卸売流通
システムに関する組織能力アプローチの研
究は世界的にも実証研究がいまだ見られな
い状況である。その意味で、重要であり未開
拓の研究領域と位置付けられる。 

 

３．研究の方法 

 
 本研究の方法は理論面と実証面で 2つに分
けられる。理論的には、卸売業者が取引相手
と取り結ぶ取引関係の性質を吟味しうる理
論的アプローチとして、新制度派経済学を採
用した。このアプローチはマーケティング・
チャネル研究において非常に盛んに用いら
れているものであるが、既存研究の取り扱い
は取引費用モデルに傾注する傾向があった。
そこで本研究では新制度派経済学に属する
諸モデルを横断的に用いて、取引費用モデル
を中心として、組織能力移転に関する費用を
扱う動的取引費用モデル、協調的関係を扱う
繰り返しゲーム理論、構造と機能の関連を取
り扱うアーキテクチャ論を採用した。さらに、
これまで取引費用モデルや動的取引費用モ
デルとは別のモデルとして論じられてきた
チャネル・パワー論との接合を図り、依存度
モデルも検討の対象とした。 
 実証面では、当初の計画であった大量サン
プルを用いたアンケート調査以外に、企業ヒ
アリングも多用した。卸売業者へのヒアリン
グだけでなく、卸売業者にかかわるステイク
ホルダーとして、小売業者、製造業者だけで
なく、現在では情報産業とみなされる卸売業
者に情報システムを提供するシステム・ベン
ダーをも対象としたヒアリング調査を行っ
た。 
 
４．研究成果 
 
 本研究の主な成果として、卸売業者が取引
相手と取り結ぶ取引関係の効果を複数見出
したことが挙げられる。卸売業者と製造業者
は、資産特殊性を高めて機会主義のリスクが
あったとしても、将来の利益を重視する場合
には裏切って相手を抑え込むような行為は
とらず、協調的に行動することが理論上のみ
ならず実証的にも見出された。この研究は海
外の査読誌に掲載されただけでなく、日本商
業学会のテーマ部会（全国大会と地方部会の



 

 

中間の規模の部会）においても招待講演とし
て報告し、内外で評価を受けることができた。 
 さらに、流通チャネル研究における新制度
派アプローチの貢献についての学説研究を
行い、これまで分断して行われてきたこの研
究領域に対して統合的な視座を提供した。 
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